
電話

(第 1

(第 3

(第 1

24 ～ 年度

別紙 ５　　　　平成２１年度 事務事業評価調書（新規用）
北広島市

整理番号 １２ 事務事業名 地域子育て支援センター運営事業 作成部署 保健福祉部児童家庭課 内線　779

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 岩泉功一 課長職名 金澤　博子 作成日 平成21年12月3日

【１ 事務事業の概要 】 

　地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援を行う拠点として支援機能の充実を図
り、子育ての不安感・孤独感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進する。

事務事業開始年度 H22
根拠法令等 児童福祉法第４８条の２　特別保育事業の実施ついて

〃  終了予定年度

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

地域の子育て中の親子が気軽に訪れ一緒に遊んだり交流したり仲間づくりをする。
０歳～就学前の親子

意　　図 　保育士の持っている子育ての知識や経験のノウハウを活かし、育児相談や親同士の
交流や情報交換の場を提供する。

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 児童福祉

施策） 子育て支援の充実

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成22年度

・みんなの広場(支援センター室の開放、遊びと親同士の交流、月曜から土曜日、午前１０時～
午後４時)、あそびの広場(年齢に応じたテーマを設定し様々な遊びに親子で参加できるプログ
ラムを提供する)、子育て相談(毎日)、子育て講座(月１回)、パパと遊ぼう(年１２回)、子育て
サークルへの支援、子育て支援ランド(年１回)、多胎児の育児交流会(年６回)、１歳６カ月・
３歳児健診(各年１２回)、ファミリーサポートセンター事業、出張親子ひろばの実施

平成23年度 同　上

平成24年度
以　　　降

同　上

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 22年度予定額 23年度予定額
24年度以降の予定額

毎年度（参考値）

9,025

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金 9,325 9,025 9,025

 その他特財

 一般財源 4,447 2,157 2,157 2,157

1.70

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 13,772 11,137 11,137 11,182

② 人　数（年間） 1.70 1.70 1.70

④＝②×③ 15,300 15,300 15,300 15,300

　総　事　業　費 ①＋④ 29,072 26,437 26,437 26,482

人  件  費
（概算）



単位

人

① 人

② 件

③

④

①

②

③

評点

□ ■

□

■

□

■

□

□

整理番号 １２【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 22年度目標 23年度目標 24年度目標 最終目標

80活 動
指 標

みんなの広場参加人数 10,250 10,380 10,520

子育て相談件数 50 70

基 本
指 標

利用者数 10,300 10,450 10,600

参加数
人

10,300 10,450

【指標の定義（算式等）】

10,600

【指標の定義（算式等）】

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

4
　子どもを持つ親や子育てサークルへの育成・支援の場
を提供することにより、地域全体での子育てを推進する
ことに寄与している。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

4
　支援センターの利用状況は堅調で繰り返しの利用もあ
り増加傾向が見られ、ファミリーサポートセンター事業
も併せもつため、相乗的な効果を上げ利用者増を図る。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

4
　市長マニフェスト登載事業であることと、常設の支援
センター開設を求める利用者のニーズも高いため。

評点区分 　　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

4 　非常勤職員２名の報酬は固定しており、妥当である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

4
　児童の健全育成を目的とした自由来館施設であり、利
用者の負担はない。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する
　地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援を行う拠
点としてセンターを開設する。

　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】　常設の子育て支援センターを開設することにより、子育て世代の支援育成に寄与する。

【６ 総合判定と説明 】


